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２０２４年度 国立大学法人１２大学大学院社会人学生転入学者選抜要項 
 
 

小樽商科大学大学院商学研究科 
 
１．趣旨 
 小樽商科大学大学院商学研究科は，２００２年の国立１２大学経済学部・経営学部長及び事務
長会議の申し合わせにより，別表の国立大学法人１１大学大学院研究科に在学している社会人学
生で，当該出願資格を満たす者に対して，本商学研究科現代商学専攻博士前期課程の教育・研究
に支障がない限り，転入学の機会を設けることとしました。 
 
２．出願資格 
 次の各号のすべてに該当する者 
 ① 別表に定める国立大学法人１１大学の大学院博士前期課程（修士課程）に在学している社

会人学生であること。 
 ②  転入学時に現に１年以上の在学期間を有していること。 
③  転勤，転職等やむを得ない事由での転居などにより本研究科への通学圏内に生活の本拠地 

を移す，又は移す予定であること。  
 ④ 本研究科に当該学生の研究指導に適した教員がいると判断されること。 
 
３．出願書類及び入学検定料 
（１）転入学願書 
   本研究科所定の用紙 
（２）履歴書 
   本研究科所定の用紙 
（３）受験票及び写真票 
   本研究科所定の用紙 
   写真（上半身脱帽，正面向きで，出願前３ヶ月以内に撮影したもの）を添付してください 
（４）在学証明書 
   出身大学長又は研究科長によって作成され，厳封されたもの 
（５）成績証明書 
   出身大学長又は研究科長によって作成され，厳封されたもの 
（６）推薦書 
   在学中の研究科における指導教員によって作成されたもの 
（７）辞令又は転勤命令等を証明する書類 
   様式は任意 
（８）研究計画書 
   本研究科所定の用紙を表紙として使用し，ワープロ等（手書きも可）で作成してください。 
   Ａ４判６,０００字以内とします。 
   ２５字×４０行で６枚以内とし，余白を左側２ｃｍ以上とってください。 
（９）返信用封筒（受験票送付用） 
   定型封筒（長形３号）に切手（簡易書留料金分）を貼付し，郵便番号・住所及び氏名を明

記してください。 
 
（注１）本要項による出願の場合，入学検定料は徴収しません。 
（注２）提出された書類等は，いかなる理由があっても返還しません。 
（注３）外国文（日本語以外）のものは，日本語の訳文を必ず添付してください。 
（注４）出願手続等に不明な点がある場合は，志願者本人が教務課入試室に照会してください。 

電話での問い合わせについては，平日（土曜・日曜及び祝日を除く）の 8:30～17:15 
（12:00～13:00 を除く）の間，受け付けます。 

（注５）提出書類の記載内容が事実と相違していることが判明した場合には，入学後であっても
入学を取り消すことがあります。 
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４．出願手続 
 ① 出願方法及び提出先 
   出願者は，３で示した出願書類一式を取りそろえ，定形外封筒（角形２号）を使用し，書

留で郵送してください。その際，封筒の表に朱書きで「大学院商学研究科転入学者選抜出願
書類在中」と明記してください。 

     郵送先 〒０４７－８５０１ 
          小樽市緑３丁目５番２１号 
     小樽商科大学教務課入試室  電話０１３４－２７－５２５３ 
     なお，本学に持参できる場合は，入試室の窓口でも受け付けます。 
 ② 出願期間 
     ２０２４年２月１日（木）～２０２４年２月２２日（木） 
 （注１）郵送する場合は，期間内に必着するよう送付してください。 
（注２）持参する場合は，8:30～17:15（12:00～13:00 を除く）の間，受け付けます。 

 
５．選抜方法 
  選抜は，面接試験及び出願書類の内容を総合して行います。 
  試験の期日及び場所については志願者に追ってお知らせします。 
 
６．合格発表 
  合格者には合格通知書を郵送します。発表日は受験時にお知らせします。なお，電話，メー
ル等による照会には応じません。 

 
７．入学手続 
  転入学の合格通知を受けた者は，所定の期間内に入学手続を完了してください。 
  なお，入学手続に必要な書類は，合格通知書と一緒に送付しますので入学手続要領の指示に
従って提出してください。 
①  入学手続期間 

   合格者に追ってお知らせします。 
 ② 入学料 
   本要項による転入学の場合，入学料は徴収しません。 
③ 授業料 

 納 付 額 納 付 時 期 

授業料 前期分 267,900 円 [年額 535,800 円] 
入学後（２０２４年５月中）に納付 

納付方法は入学手続要領で知らせる 

〔注〕上記の納付額は予定額であり，入学時及び在学中に授業料の改定が行われた場合には，改
定時から新たな納付金が適用されます。 

 
 
 
 

（別表） 
国立大学法人１１大学大学院研究科 
 
福島大学        経済学研究科 
埼玉大学     人文社会科学研究科 
横浜国立大学    国際社会科学府・研究院 
富山大学        経済学研究科 
信州大学        経済・社会政策科学研究科 
滋賀大学        経済学研究科 
和歌山大学      経済学研究科 
山口大学        経済学研究科 
香川大学        経済学研究科 
長崎大学        経済学研究科 
大分大学        経済学研究科 

 




